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の普及を施策として提示している。PPAモデルは屋根にパネルを設置する代わりに初期費用やメ
ンテナンス費用を知見のある事業者が負担するため設置へのハードルが低く普及に向けた有効な
モデルとなる。自宅における再生可能エネルギー設備の設置予定について、「いつかは設置した
い」と設置を漠然と考えている人が多いため、PPAモデルの周知を徹底する事で、設置時の管理
に対する不安が軽減され設備導入が促進されると考えられる（図15）。一方で契約期間終了後は
建物所有者に譲渡され、メンテナンス費用は自己負担となるため、今後契約期間終了後の支援体
制を整える必要がある。

7.2 風力発電設備の普及にむけて
瀬戸内町内で重要だと思う再生可能エネルギー設備について、2番目に重要であるという回答

の中で最も多かった回答は洋上風力発電設備であった（図6）。また、風力発電の導入に対する
懸念では「騒音・低周波音」と選択した人が最も多く生活拠点地付近に設置する事による騒音を
懸念している様子が伺えた（図12）。賛否については太陽光発電設備と比較して賛成派がやや多
かった（図17）。現在瀬戸内町では洋上風力発電の導入を前向きに検討している。風力発電設備
の導入に際して考えられる負の影響として、漁場の減少による漁業の衰退や、自治体の地方税収
の減少、景観阻害や低周波音、観光やレジャーへの影響などが挙げられる（小林，2021）。これ
らの懸念を解消し、社会的受容を得るためにはステークホルダーに向けた積極的な合意形成の
上で、地域社会の現状を改善できるようなビジネスモデルの提示が必要となる（川辺ら，2016）。
漁業に対する影響に関して、瀬戸内町が行った漁業組合に対するヒアリングでは網を引く漁業や
大規模な漁業がなく、漁業の弊害にはならないという理由から、否定的な意見はなかった。むし
ろ漁礁としての効果が期待できることから肯定的な意見が多かった（瀬戸内町，2023b）。一方で
本調査結果のように騒音や景観への影響を懸念する住民も一定数存在する。特に瀬戸内町内の大
島海峡は幼い頃から慣れ親しんできた住民も多いため、今後漁業関係者だけでなく、ダイビング
等のレジャー関係者や住民に対する積極的な合意形成やビジネスモデルの制作が必要になると考
えられる。

7.3 エネルギー利用について
現在のエネルギー利用について、電気代はおおむね全国平均付近にとどまったが、ガス・ガソ
リン料金については全国平均から大幅に上回った（図16）。またこの現状に対して多くの人が現
在の光熱費が高いと回答していた（図17）。一方で光熱費を抑えるための行動にはあまり結び付
いていない現状があり、町内の脱炭素化推進にむけて省エネ行動促進に向けたきっかけ作りが必
要であると示唆される。特にガソリン料金については、瀬戸内町が車社会である事が大きな要因
であると考えられる。ガソリン車の利用を減らす事は脱炭素社会を構築する上でも大きな意味を
持ち、今後EVの普及や町内コミュニティバスの利便性向上等様々な対応が必要になるだろう。
一方で、自家用車の利便性に慣れてしまった町民の車利用を減らす事は難しい現状も考慮し、宮
古島のエコドライブコンテストのような町民が楽しみながら脱炭素を実感出来るイベントも有効
的であると考えられる。
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7.4 脱炭素推進に向けて
地域の中で脱炭素を推進する際に、町民や事業者との十分なコミュニケーションが非常に重要
であり、不十分なコミュニケーションや説明不足は、自治体に対する不信感を掻き立てることに
なる（Pidgeon and Demski, 2012）。本調査では、情報不足や資金不足が瀬戸内町民の考える同町の
弱み挙げられ、これは自治体に対する不信感につながりかねない。対応としては、入念な説明
会やワークショップの開催が有効な手段として考えられる。現在、周知媒体として町役場HPや
ケーブルテレビ、ラジオ、SNS、広報誌、ライングループ等多様な媒体が利用されているが、今
後は町民同士のコミュニケーション密度の高さを利用して、役場職員から順に町民全体に波紋を
広げていく方法も有効的であると考えられる。
気候変動に対して生活者の肯定的な態度を形成する方法について、馬場ら（2011）は、他の政
策とのマルチベネフィット性を伝え、いかに生活者の負担と生活を直結させるかが受容性の高さ
に関係すると論じていた。これは沖永良部島の取り組みのように、いかに町民になじみやすくす
るかという点で、町民自身が思い描く街の将来像を実現する手段として脱炭素を織り込むという
方法が有効的であると考えられる。特に今回の調査ではエネルギー利用に関して、ガス・ガソリ
ン利用料が高く、現状の光熱費が高いと感じている人も多い一方で、光熱費削減に向けた行動に
結び付いていないという現状が明らかになった（図16・17）。このことから、再生可能エネルギー
設備の町内導入による町民の負担軽減という利点を具体的に占めすことで町民の同意を得やすく
なると示唆される。その上で将来像の中に町民自身の姿を埋め込み、脱炭素以外の町民の生活に
結び付く場面でベネフィットを感じられるようにするかが事業成功への鍵になると考える。

まとめ

2050年カーボンニュートラルの目標に向けて脱炭素の動きが加速する中で、地域の変革に伴う
脱炭素の推進は早急に取り組まなければならない難題である。地域の中で脱炭素を推進する上で
は、地方自治体が積極的に現状を俯瞰しつつ、事業者や住民等のステーホルダーと密接に協働す
る事が重要となる。本研究では奄美大島瀬戸内町の町民に対する意識調査を実施し、再生可能エ
ネルギー設備の町内導入に関して、電力の安定供給や景観、騒音に対する懸念はあるものの、賛
成派が多いことが明らかとなった。特に風力発電の普及については約70％が賛成派だった。再
生可能エネルギーを導入する際の弱みについては資金不足や人材・情報不足という意見が多く、
町民の合意形成に向けた課題も浮き彫りとなった。またエネルギー利用については、町民自身の
問題意識はあるものの、顕著な行動の変化には結びついていない現状が明らかとなった。一方で
本アンケート調査では回答者の再生可能エネルギーに対する基本的な知識量や、設置規模・場所
別の設備導入に対する賛否に関する回答を得る事が出来なかったため、町民意識の現状を把握す
るためにインタビュー調査等で分析を深める必要がある。ただ、瀬戸内町のゼロカーボンシティ
構築に向けた取り組みは助走の段階であることから、今後の瀬戸内町では①脱炭素という手段で
町民の理想の町像を実現すると同時に②その計画をより身近に感じられるような工夫が必要にな
る示唆される。
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